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 第３７号議案 

 

 

亀岡市における京都府の専用球技場のための亀岡駅北

用地無償提供についての住民投票に関する条例の制定

について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第７４条第１項の規定に

より、条例制定請求代表者から亀岡市における京都府の専用球技場

のための亀岡駅北用地無償提供についての住民投票に関する条例制

定の請求があり受理したので、同条第３項の規定により、意見を附

けて当該請求に添えられた条例案を議会に付議する。 

 

   平成２５年１１月２５日提出 

 

             亀 岡 市 長  栗 山 正  
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亀岡市における京都府の専用球技場のための亀岡駅北

用地無償提供についての住民投票に関する条例（案） 

 

 （目的） 

第１条 この条例は、ＪＲ亀岡駅北側に誘致された京都府の専用球

技場のための用地無償提供について、その可否について住民の意

思を明らかにし、もって市政の民主的かつ健全な運営を図ること

を目的とする。 

 （住民投票） 

第２条 前条の目的を達成するため、住民による投票（以下「住民

投票」という。）を行う。 

２ 住民投票は、住民の自由な意思が反映されるものでなければな

らない。 

 （住民投票の執行） 

第３条 住民投票は、市長が執行するものとする。 

２ 市長は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条の

２の規定に基づき、協議により、その権限に属する住民投票の管

理執行に関する事務を選挙管理委員会に委任するものとする。 

 （住民投票の期日） 

第４条 住民投票の期日（以下「投票日」という。）は、この条例

の施行の日から起算して２月を経過する日までの間の選挙管理委

員会が定める日曜日に実施するものとする。 

２ 選挙管理委員会は、前項の規定により投票日を決定したときは、

投票日の１５日前までに投票日その他必要な事項を告示しなけれ

ばならない。 

 （投票資格者） 

第５条 住民投票の投票権を有する者（以下「投票資格者」とい

う。）は、選挙人名簿に登録されている者（以下「選挙人名簿登

録者」という。）で、市長及び市議会の議員（以下「議員」とい

う。）の選挙権を有するものとする。 

 （投票の方式） 

第６条 住民投票は秘密投票とする。 
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２ 投票資格者は、投票日に投票事項ごとに１人１票に限り投票す

ることができる。 

３ 投票資格者は、京都府の専用球技場のためのＪＲ亀岡駅北用地

無償提供に賛成するときは投票用紙の賛成欄に、賛成しないとき

は投票用紙の賛成しない欄に、自ら○の記号を記載して、投票箱

に入れなければならない。 

４ 前項の規定にかかわらず、身体の故障等の理由により、自ら投

票用紙に○の記号を記載することができない投票資格者は、規則

で定めるところにより投票をすることができる。 

 （投票所における投票） 

第７条 投票資格者は、投票日に自ら住民投票を行う場所（以下

「投票所」という。）に行き、資格者名簿又はその抄本の対照を

経て、投票しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、規則に定める理由により、投票所に

自ら行くことができない投票資格者は、規則で定めるところによ

り投票をすることができる。 

 （投票） 

第８条 投票資格者は、投票日に投票事項ごとに１人１票に限り投

票することができる。ただし、投票日に投票することができない

と見込まれる投票資格者は、規則で定めるところにより、告示日

の翌日から投票日の前日までの間に投票することができる。 

２ 何人も、投票の内容を陳述する義務はない。 

 （投票の効力の決定） 

第９条 投票の効力の決定に当っては、次条の規定に反しない限り

において、その投票した者の意志が明白であれば、その投票を有

効とするものとする。 

 （無効投票） 

第１０条 住民投票において、次の各号のいずれかに該当する投票

は無効とする。 

⑴ 所定の投票用紙を用いないもの 

⑵ ○の記号以外の事項を記載したもの 

⑶ ○の記号のほか、他事を記載したもの 
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⑷ ○の記号を投票用紙の賛成欄及び賛成しない欄のいずれにも

記載したもの 

⑸ ○の記号を投票用紙の賛成欄又は賛成しない欄のいずれに記

載したのか判別し難いもの 

⑹ 白紙投票 

 （情報の提供） 

第１１条 市長は、投票日の１０日前までに、住民投票の趣旨、関

連情報、その他住民投票に関し必要な情報を、多様な媒体を活用

して一般の縦覧に供するものとする。 

２ 市長は、住民投票の告示の日から投票日の前日までの間、住民

投票の発議の内容を記載した文書、選択肢について説明した文書

その他行政上の資料で公開することができるものについて、多様

な媒体を活用して一般の縦覧に供するものとする。 

３ 市長は、必要に応じて討論会、シンポジウムその他住民投票に

係る情報の提供に関する施策を実施することができる。 

４ 市長は、前３項に規定する情報の提供および情報の提供に関す

る施策の実施に当たっては、公平性の保持に努めなければならな

い。 

 （投票の促進） 

第１２条 市長は、広報その他の手段により、投票資格者に対し、

投票を促すよう努めなければならない。 

 （投票運動） 

第１３条 住民投票に関する投票運動は、買収、脅迫その他投票資

格者の自由な意思が拘束され、若しくは不当に干渉され、又は住

民の平穏な生活環境が侵害されるものであってはならない。 

２ 前項の投票運動の期間は、住民投票の告示の日（以下「告示日」

という。）から投票日の前日までとする。 

 （投票及び開票） 

第１４条 前条までに定めるもののほか、投票場所、投票時間、投

票管理者、投票立会人、開票場所、開票時間、開票管理者、開票

立会人その他住民投票の投票及び開票に関しては、公職選挙法

（昭和２５年法律第１００号）、公職選挙法施行令（昭和２５年
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政令第８９号）及び公職選挙法施行規則（昭和２５年総理府令第

１３号）の規定により行われる本市の議会の議員又は長の選挙の

例によるものとする。 

 （投票結果の告示等） 

第１５条 選挙管理委員会は、住民投票の結果が確定したときは、

速やかにこれを告示するとともに、当該告示の内容を市長及び市

議会議長に通知しなければならない。 

 （投票結果の尊重） 

第１６条 市長および議会は、住民投票の結果を尊重しなければな

らない。 

 （委任） 

第１７条 この条例の施行について必要な事項は、規則で定めるも

のとする。 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （条例の失効） 

２ この条例は、第１５条の行為の終了をもって、その効力を失う。 
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市長意見書 

 

地方自治法第７４条第１項の規定に基づき、「亀岡市における京

都府の専用球技場のための亀岡駅北用地無償提供についての住民投

票に関する条例」の制定に係る請求がありましたので、同条第３項

の規定に基づき、意見を申し述べさせていただきます。 

この度の条例制定請求につきましては、地方自治法の規定に基づ

き請求がされたものであり、間接民主主義を補完するという直接請

求制度や住民投票自体の持つ意義につきましては、十分認識をいた

しております。 

これまでも市議会で答弁し、また、あらゆる機会を通じて述べさ

せていただいておりますように、大規模スポーツ施設は、亀岡の新

しい顔となり、地域経済の活性化や青少年の健全育成はもとより、

保津川下りやトロッコ列車等の観光資源との連携で、より一層にぎ

わいのあるまちづくりを進めることができる等、亀岡市の発展を強

力に後押しするものであると考えております。また、スポーツを通

じて市民の皆様に大きな「喜び」や「感動」を与え、人々の「笑顔」

と「夢」、そして「にぎわい」に満ちた明るい未来をも切り拓くも

のと考えております。亀岡市の将来に大きなメリットを生み出すも

のであり、未来に向かって飛躍・発展する亀岡を、市民の皆様と共

に築いてまいりたいと考えております。 

平成２３年に執行された市長選挙におきまして、大規模スポーツ

施設の誘致をマニフェストに掲げ、多くの市民の皆様の御賛同を得

て当選させていただきました。また、施設の誘致にあたりましては、

５６，０００人にもおよぶ多くの署名をいただき、皆様の熱い思い

と心強い応援のもと、多くの市民の皆様の御賛同をいただきながら

進めてまいりました。今後におきましても、施設の建設に係る情報

の提供や説明について、これまでと同様に、市民の皆様や市議会に

お示しし、御理解・御協力をいただきながら誠心・誠意、事業を進

めてまいりたいと考えております。 

 今回請求のあった条例案は、施設建設に対する賛否や用地取得の

可否を問うのではなく、施設用地を京都府に提供する場合の有償・
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無償を問うものであります。施設用地の無償使用は、誘致に当たっ

て京都府から示された前提条件であります。亀岡市の将来を大きく

左右する重要な事業を、用地の使用料を免除するか、しないかの二

者択一の投票結果でもって判断しようとする条例案は、これまで市

議会をはじめ、様々な機会において市民の皆様に説明し、議論を重

ねながら進めてきました経過をないがしろにするものであり、容認

できるものではないと考えております。 

なお、提出のあった条例案の内容に関しあえて述べさせていただ

きますと、投票及び開票に関して、第１４条で「公職選挙法、公職

選挙法施行令及び公職選挙法施行規則の規定により行われる本市の

議会の議員又は長の選挙の例によるものとする」と規定されていま

すが、第４条第２項及び第８条第１項の規定から判断しますと、期

日前投票の期間が１４日間以上になります。公職選挙法等の規定に

よる市議会議員選挙、市長選挙の期日前投票の期間である６日間と

すべきであると考えております。 

 以上が私の意見でございます。議員各位におかれましては、住民

投票条例について厳正なる御審議と賢明なる御判断をいただきます

ようお願い申し上げます。 

 

   平成２５年１１月２５日 

 

             亀 岡 市 長  栗 山 正  
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亀岡市における京都府の専用球技場のための亀岡駅北

用地無償提供についての住民投票に関する条例案要綱 

 

 

 地方自治法第７４条第１項の規定により、３，０７３人の連署を

もって条例制定請求代表者から条例制定の請求があり受理したので、

同条第３項の規定により意見を附けて議会に付議すること。 

 

 


